
官 庁 報 告

記
中央労働委員会あっせん員候補者名簿

（平成25年１月９日現在）

氏 名 委嘱年月日 現 職 前 歴

菅野 和夫 平 8.10.16 東京大学名誉教授 東京都地方労働委員会委員
日本学士院会員
中央労働委員会会長

諏訪 康雄 平 8.10.16 法政大学大学院政策創造研究科
教授

法政大学社会学部教授
中央労働委員会地方調整委員

中央労働委員会会長代理
横溝 正子 平10.10.21 弁護士 日本女性法律家協会会長

中央労働委員会委員
落合 誠一 平10.10.21 東京大学名誉教授 東京都地方労働委員会委員

中央労働委員会委員
山口浩一郎 平12.11.15 上智大学名誉教授 国営企業労働委員会委員

労働政策研究・研修機構理事長 中央労働委員会会長
曽田 多賀 平12.11.15 弁護士 司法研修所教官

中央労働委員会会長代理
荒井 史男 平14.11.20 弁護士 名古屋高等裁判所長官

中央労働委員会会長代理
山川 隆一 平14.11.20 慶應義塾大学大学院法務研究科

教授
筑波大学社会科学系教授
中央労働委員会委員

渡辺 章 平16.11.17 筑波大学名誉教授 専修大学法科大学院教授
一般財団法人労委協会理事長 筑波大学社会科学系教授

中央労働委員会会長代理
廣見 和夫 平16.11.17 公益財団法人労働問題リサーチ

センター顧問
雇用・能力開発機構副理事長
中央労働災害防止協会理事長
中央労働委員会委員

野Ä 薫子 平16.11.17 弁護士 千葉家庭裁判所判事
中央労働委員会委員 東京大学大学院法学政治学研究科

教授
柴田 和史 平16.11.17 法政大学大学院法務研究科教授 法政大学法学部教授

中央労働委員会委員
赤塚 信雄 平18.11.22 東京高等裁判所判事部総括

中央労働委員会会長代理
岩村 正彦 平18.11.22 東京大学大学院法学政治学研究

科教授
東京都労働委員会委員

中央労働委員会委員
春日偉知郎 平20.11.26 慶應義塾大学大学院法務研究科

教授
筑波大学社会科学系・大学院ビジ
ネス科学研究科博士課程教授

中央労働委員会委員
佐貫 葉子 平20.11.26 弁護士 中央労働委員会委員
藤重由美子 平20.11.26 弁護士

中央労働委員会委員

平
成

™
œ
年

™
月

�
日
木
曜
日

第
œ
 
Ÿ
˜
号

官
報

官 庁 事 項

あっせん員候補者に関する公示
労働関係調整法施行令第４条及び労働委員会規則第68条第１項の規定に基づき下記のとおり公示す
る。
平成 25年２月７日 中央労働委員会会長 菅野 和夫

労 働

防 衛 省

（ 北 部 方 面 総 監 部 付 ） 一 等 陸 佐 諏 訪 敏 久

陸 上 自 衛 隊 研 究 本 部 研 究 員 を 命 ず る

（ 航 空 自 衛 隊 幹 部 候 補 生 学 校 教

育 部 長 ） 一 等 空 佐 中 西 弘

航 空 総 隊 司 令 部 飛 行 隊 司 令 を 命 ず る

（ 航 空 幕 僚 監 部 運 用 支 援 ・ 情 報

部 情 報 課 付 ） 同 木 村 洋

第 七 航 空 団 飛 行 群 司 令 を 命 ず る

（ 第 七 航 空 団 飛 行 群 司 令 ） 同 近 藤 健 司

航 空 自 衛 隊 幹 部 候 補 生 学 校 教 育 部 長 を 命 ず る

（ 航 空 総 隊 司 令 部 飛 行 隊 司 令 ）

同 田 中 久 一 朗

航 空 中 央 業 務 隊 付 を 命 ず る

（ 航 空 自 衛 隊 補 給 本 部 会 計 監 査

官 ） 同 杉 田 清

航 空 自 衛 隊 補 給 本 部 付 を 命 ず る （ 以 上 二 月 一 日 ）

（ 第 二 航 空 隊 副 長 兼 派 遣 海 賊 対

処 行 動 航 空 隊 司 令 ） 一 等 海 佐 森 脇 仁

派 遣 海 賊 対 処 行 動 航 空 隊 司 令 の 兼 補 を 解 く

（ 第 一 航 空 隊 副 長 ） 同 木 下 章

兼 ね て 派 遣 海 賊 対 処 行 動 航 空 隊 司 令 を 命 ず る （ 以

上 二 月 四 日 ）

公 害 等 調 整 委 員 会 公 示 第 一 号

公 調 委 平 成 二 十 四 年 （ フ ） 第 一 号 北 海 道 石

狩 市 花 川 東 地 先 内 の 砂 利 採 取 計 画 不 認 可 処

分 に 対 す る 取 消 裁 定 申 請 事 件 の 審 理

鉱 業 等 に 係 る 土 地 利 用 の 調 整 手 続 等 に 関 す る 法

律 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 九 十 二 号 ） 第 三 十 一

条 第 二 項 の 規 定 に よ り 、 次 の と お り 公 示 す る 。

平 成 二 十 五 年 二 月 七 日

公 害 等 調 整 委 員 会 裁 定 委 員 会

一 事 案 の 要 旨

北 海 道 札 幌 市 北 区 北 二 六 条 西 一 五 丁 目 三 番 三

号

裁 定 申 請 人 北 成 通 商 有 限 会 社

代 表 者 代 表 取 締 役 清 水 信 一

北 海 道 札 幌 市 中 央 区 北 三 条 西 六 丁 目

処 分 庁 北 海 道 知 事

北 海 道 知 事 が 平 成 二 四 年 六 月 一 日 付 け を も っ

て 北 成 通 商 有 限 会 社 の 砂 利 採 取 計 画 の 認 可 申 請

に 対 し て し た 不 認 可 処 分 は 、 違 法 ・ 不 当 に つ き 、

そ の 取 消 し の 裁 定 等 を 求 め る 。

二 審 理 期 日 平 成 二 五 年 二 月 二 一 日 午 後 一 時 三

〇 分

三 場 所 東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 三 e 一 e 一 中

央 合 同 庁 舎 四 号 館 公 害 等 調 整 委 員 会 審 理 廷

中国地方整備局公示
一級河川高梁川水系高梁川で河川法（昭和39年
法律第167号）第75条第３項の規定に基づき除却・
保管した工作物について、当該工作物の所有者、
占有者その他工作物について権原を有する者（以
下「所有者等」という。）に対し、当該工作物を返
還するため、河川法施行令第39条の３第１項第２
号の規定に基づき公示する。
平成 25年２月７日

中国地方整備局長 戸田 和彦
１ 保管した工作物の名称又は種類、形状及び数
量 小型船舶（ＦＲＰ製） １隻
２ 保管した工作物の放置されていた場所及び当
該工作物を除却した日時
\ 保管した工作物の放置されていた場所 岡
山県倉敷市玉島上成地先

] 当該工作物を除却した日時 平成24年12月
19日午後２時

３ 当該工作物の保管を始めた日時及び保管場所
\ 当該工作物の保管を始めた日時 平成24年
12月19日午後５時

] 保管場所 岡山県倉敷市西阿知町西原793

番地 国土交通省中国地方整備局岡山河川事
務所高梁川出張所

４ 保管した工作物を返還するため必要と認めら
れる事項 当該工作物の返還を受けるべき所有
者等であることを証明する書類を提示し、当該
工作物の除却、保管及びその他措置に要した費
用を負担すること。
５ 問い合わせ先 岡山市北区鹿田町２丁目４番
36号 国土交通省中国地方整備局岡山河川事務
所占用調整課 電話086`223`5193
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